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この号ーが発行された直後の 7月に参

議院選挙が行われます。ネット選挙が解

禁されるというととで、今まで政治に無

関心だった若い世代も、政治をより身近

なものとして感じ、投票率も上がるので

はないかということが期待されています。

日本の政治は 「シルバー・

デモクラシー」という言葉に

象徴されるように、高齢者偏

重の傾向がありました。『世

代間格差って何だ.!l(PHP新

書)の序文では、 霞が関の

官僚の「どんなに不利益な

政策を実施されても、 一言

の文句も言わない連中がい

るんだ。それは若者さ」と

いう言葉が紹介され、若者

が社会に対して何も言わな

いととに対して警鐘を鳴ら

す人も増えてきました。政治

とは利害が異なる多様な集団

の交渉が本質である以上、若者

が何も言わなければ、若者に不利

な政策が取られるのは明らかです。

そして、将来世代に不利な社会は決

して持続可能ではありません。

だからこそ今回、若者の利害を代

弁する政策を提言してみました。世

代間対立を煽るのではなく、より持

続可能な社会にシフ卜していくため

にはどのような政策が必要かを、将

来世代として発信していくととが大

切だと考えたらからです。もちろん、

若者世代を代弁 (そんなことはそも

そも無理ですが)するものではあり

ません。「たたき台」として若い世

代が社会を考えるきっかけにしてい

ただければ幸いです。

:お問い合わせ

汁EL:03-6751-2683 
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(日本の総人口は、2似年

をピークに、今後 100年間

で100年前 (明治時代後半)

の水準に戻っていく。
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人口も経済も成長するととを前提として

作られた社会の仕組みが、制度疲労を起と

していると言われて久しく、 最近では生ま

れた時代によって大きな 「格差」があると

とも指摘されています。

世代聞の衡平性を実現するとともに、持

続可能な社会の仕組みにシフ トしていくた

めには何が必要なのでしょう?

「エネルギーJi雇用 ・労働Ji政治参画」

の3つの分野で 「ユースマニフェスト」

をまとめました。

4グラフ出典 総務省 「図努調査報告J、同「人口推計年穂」、 問 「平成 12王手及び17年
図書号悶査結果による補間推計人口J、国立社会保障 ・人口問題研究所 「日本の将来推計

{別 人口 {平成18年 12月推計)J、国土庁 f日本9!J.!1.における人口分布の長期時系列分析J

(1974年)をもとに、国土交通省国土針函局作成

¥ 、

マ

若者の芦老、モニ ヘ

負・

これからのエネルギー政策はどう叩らし?いんだろう?
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器官ポ2Z522;ア士会や政治に
世代前格差の分かりやすい入門書

「若者を殺すのは誰か」

『若者はなぜ3年で辞めるのか?jJの著者である城繁幸氏が高齢世代と若者

世代の聞に存在する構造的な格差を訴えている



ヨEYOND
つ令げる~い、つむがる 4・カラ

2013年 2月23日、 24日と都内の大学で約80人が集まって、 ユース

マニフエス卜策定のためのワークショップ rBeyond2013Jを開催しまし

た。主催したのは UnitedYouth※1という日本の若者が共通の課題に対

して協働して取り組むととができるプラットフォームを提供している団

体です。

最初にオープニングシンポジウムを行い、その後 「エネルギーJr雇用・
労働Jr政治参画」の3つに分かれて分科会を行い、マニフェス トの草稿
を作りました。そして、最後は実際に国会議員や区議会議員の先生との

対話の場も設け、粗削りかもしれませんが、ユースマ二フェストをぶつ

けてみました。

政治家も若い世代に無関心なのではなく、 意見や考えを聞きたがって

います。リアル ・バーチャル問わずにどんどん発信していきましょう。
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若者の甘えなのか?
労働 ・雇用政策

それとも労働市場の構造的問題なのか?

定年退職者の中で65歳までの就労を希望する従来日全員の

加川を企業!こ義務づける「改正高年齢者雇用安定法」が今年4

Jllrlに施行されました。日本は、先進国の中で・もLI，lも正社員

の僻illl規制の厳しい同であり、その上65炭まで定年が延長さ

れれば、企業は当然新規保用を抑えるようになるでしょう。

また近年、新興国との競争が激しくなり労働liiftltiを抑える

必珪に駆られた企業は、非正規雇用者を増やしてHrfJllの調整

弁にしました。2008年のリーマンショックの際に起きた 「派

出切り」にその構造が端的に表れています。

11i も ~I:正規雇用者が附えたのは若者間で、 1 5歳~24成男性

で、 1991年の21.4%から2011年には49.1%と2f日以上に割合

が明えています(総務省 ・労働力調査)。

【今の若者が置かれている状況】

このようにrl-1f~':j 年の正下1J1の而用が守られる一方で、若者

世代のilfi川が不安定になるという 「世代間格差Jが生じてい

ます(行白世代の失業本の117iさは世界的な問題です)。

HIÎ川が不安定になれば、結。I~ し下どもを生むことを邸路す

る人が多くなり、 J帥行化 ・少子化の要因になっています。さ

らに加がづlillし、介護などのII¥J:;起が出てくれば、 i:t.t困」と

いう現実に II~ÍI面することになります。

そして、 JHJl原則と ~I: IE規制川の桁差は、新卒で正社員lこ

なれなければ終わりというような過度なプレッシャーを告者

に勺えることになり、ライフコースの多様性を失わせている

のが別状です。

・一旦、ドロップアウトした場合の再チャ レンジが難しい

これまで若者・は3月に学校を卒業し、 4)11i=lに切れIdなく企業に入社するというのが一般的でした。その一

方で、そのライフコースから外れてしまった(履歴』に空(1がある)人が、企業の11::社以になるのはfiijljiでは

ありません。

特にニート (NEET=Notin Employment， Education 01' Training)というコ・*は、 「勤労JU;欲をJ!!~ くした、け

えている若者」というような否定的なニュアンスで使われるようになっています(疋々は仙l伯中立的なイギリ

スの統計用語) 。 長ヲ|く不況を受けて、 1~':În冷青のirrUIlを 7J'るためにJド正則i(1i川を附やしたという若年才iヴ~j'間IJ d-j

t誌の社会構造的な問題が、若者自身と(i LIやかしているJとzIわれている)その家'肢の川題にすり替えられ

ています。

-正規雇用と非正規雇用の格差

正規雇用と非正規雇用は、法律で定設があるわけではなく、 ~I'.正脱届JTI(ま契約十 I : Llやパー トタイマ一、アル

バイト、派出社員のように期間を定めた原則契約であり、 LE制下Ulと比べて短いH寺川で働く社員を指す場合が
多いです。一言で言えば、 「期限が来たらけを切れる」のが)1:正規HII川労働者で・あると弓えます。

首いうちはそれほど年収や保障の面で差があるわけではありませんが、年とともに聞いていき、年収が50代

前半では正規雇用の5割程度になります。

(内閣J!守ウェブサイト http:/八v¥V¥v5.cao.goJp/j-j/¥Vp/wp-je06/06・3・1-02z.hlmlより)

子どもの益育t!lや親の介護、 自身の{也w問題などを考えると、非常に厳しい現実があります。

-人材を使い捨てる 「ブラック企業」 の増

最近、注目されている所謂 「ブラック企業」には明磁な定誌があるわけではありません。年間400件以上の

若者の労働相談を行っているNPO法人POSSEの'n務局長である川村退平氏は、 「長JUlilllJ11;を匂わせているにも
かかわらず、労務官理や雇用条件などが版悶で多くの人にとって長年卸jめることができない企業や法人」と定

義しています。

企業が労働者の面倒を見る(終身府川)ことのパーターとして、企業問IJには労働行に対し賎業や転勤、配iiti

転換などを命令する 「指揮命令権Jがかなり広く認められています。しかし、 長く 働けるような環境ではない

にも関わらず(終身雇用する気がないにも|刻わらず)、 ft刊Ii命令#tiを札刑するのがブラック企業というわけで

す。その意味では、ブラック企業は日本型原川伯行の i)弘つ !こ」と;-i'えます。



背景にある日本型雇用慣行の制度疲労

日本企業の服用伯行の特徴として以下の4つを挙げることが

できます。

(1 )終身雇用 (長期雇用)

学校を卒業してから新ホで企業に入社し、定年までずっ と

同じ企業に勤めることです。

(2)年功序列型賃金

新卒の口金は少ないけど、勤続年数が長くなればなるほ

ど、 11金が右目上がりでJこがっていくことです。

(3)新卒一括採用

卒業予定の学生を年度ごとに一括して求人し、在学1:j=ltこ|人l

定を出します。どこで、どのような仕事をするかは入社した

後で決まります。

(4)企業別労働組合

企業ごとに労働組合が組織されていて、経芭;'11[11と協調的な

労使関係を築いていることが多いです。

一言で71えは iメンバーシップ」を重視し、企業ILI休が

一つのコミュニティのようになって相互扶助的な一堂ぷも-tl[っ

ていくということです。そして、長期的な人間関係に支えら

れた(qqlll怠識や協調性は、長らく日本企業の強みであると3

われてきました。

しかし、今この日本型lIIitH↑凶行自体が難しくなっていま

す。 t'労働、ト1:会似I{t¥;'i政策の転肢をJl (岩波ブックレット)

には以下のようにB!?かれています。

多くのH11M: iE !U)として採/11され、 初任給は低くとも、

やがて少しずつ日進し、JJ;f);も上がっ ていった。年以I;JJ，1'::の

もとで、 将米の生活~/(h7/ も拙くことができた。 すべての労働

苔が定年までとはいかないとし ても、長期の起用保障が暗黙

に了解されていた。

また、技能益戒についても、 日本は企業内で技能を益威す

ることが基本であったので、企業外での社会的な技能訓練シ

ステムが不蹴であっても、 多くの若者は技能を身につけるこ

とができた。

このように、これまで企業は社会保|時的な役割lも担ってき

たわけで、あり、特に日本人男'性の企業に対する依(7-J立は非常

に111iいのです。しかし、企業もグローパル化による新興国と

の競争もあって余裕がなくなり、 「メンバーシップ」を保附

できる人がiJ!iXっています。

そして)"，戸'{:や右者はその「狭きIlflJに11，)かつて殺到する

ということになります。 例えば、公益Il~ 同法人ト1 ，1，:生産性本

部が行った i2012年度新入社日春の怠減調査」によると、転

l限についての考え方を問う設問で 「今の会社に一生勤めよう

と思っている」と回答する割合は年々増加lしており、 2000年

では20.5%ですが2012年では60.1%にのぼります。

(hllp:/ /www.nli-research.co.jp/report/ 

researchcrs_cye/20 12/eye 130227 -2.html) 

ただ、その一万で正社員になった人たちは今の出迎に満足

しているかというと、グローパル平均で約70%の労働脅が

「剖(f:の!限切に満足J( i非常に満足」を合む)と日終している

のに対し、 H本ではこの苦IJ合が40%と、訓n句対象となったち
11<1の'11でilJも低い値となっています(iランスタッド ・ワー

クモニターJ2010作より)。

人11がW:}]IIし、経済スケールが大きくなることを前犯とし

た社会で生まれたH木型雇用慣行を、人口が減少する今後も

維持するのは雌しいでしょう。では、ではどのような転換が

必盟なのでしょうか?

できれば、 今の会社に一生勤めたい。でも、 今の会社には不満-一。
叫
80 

今の会社に一生動めようと思っている

切 1
60 f <<0 
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40 f+ ~_， . 
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30.8 29.8パ8.339.7 "←ーへ ー 30.3 30.4 
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-
........... 

目 ・ーーー・-・~ きっかけ、チャンスが有ltli.転E遣しても良い
20 1 ー--

1997年 1999年 2001年 2003牢 2005年 2007年 2009年 2011年

公益財団法人日本生産性本部

r2012年度新入社員春の意識調査」よリ作成

験場満足度
[l)!在的制務先にどの程度満足していますかラ

. R ，;t，ニ..~ 円a足 .どbらとむ寓えSい .不a ・ "震に不d同

「ランスタッド・ワークモニターJ2010年よリ作成
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私たちの提言

①失業保険の拡充、社外での技能形成の場、普遍的な

技能 ・職歴評価の仕組み (ジョブカー ド)などの整備

日本においては、!日lじ会社に長らく勤めていても、その

「会社のプロJになったとしても他の会社でも通用するよう

な「営業のプロJr経聞のプロ」などになるのが難しいのが

現状です。パソコンで例えれば、会社ごとにOS(オペレー

ション ・システム)が巡って、同じアプリケーションでも他

では動かないというような'JH患になるわけです。

グローパル化が進み、今後ますます流動性のi115いれ:会に

なっていく以上、 'lii.;臓をliii犯とした労働市場の整備が必要と

されます。ブラック企業対策を考えても、子守尽には「今の会

社をクビになったら、人生おしまいだ」というような強辿削

念に似たものがあるわけですから、より'lii.;l[，拡しやすい開境を

作ることで、ブラック企業にハマってしまった人が逃げ111し

やすくなることができます。

①労働時間規制 (上限の設定)

日本においては、労使が合立すれば残業時閣をいくらでも

延ばすことができます(これを労働基準法36条に基づいた協

定なので、 r36 (さぶろく)協定Jと言います)。

繁忙期は人を府うのではなく、長Jl業を増やすことでこれま

で対応してきたわけで-すが、残業が?it態化している会社が多

い現在、労働H制口!の 1~.IIh!は rvJ litliな法律として腕制すること

が、労働者の他脱やワークライフバランスを守り、新腕の1111

mの白IJ出に黙がります。

①産業構造の改革を妨げないように、雇用調整助成金

制度の改善 (廃止も含む)

雇用調盤助成金とは 「JR気の変動、産業構造の変化その他

の経済上の理rllにより、 'Jc業活動の縮小を余儀なくされた'作

業主が、その1111JTJする労働百を一時的に休業、教育訓練又は

出向をさせた取合に、休業、教育訓練文は出向に係る手当符

しくは白金等の一部を1J))J反J (厚生労働省ホームページよ

り)するものです。

あくまで r-II;'fしのぎ」的な意味が強いはずの原用調整助

成金が年間約6.000億円に上っています。 rs三気の変動や、産
業構造の変化」は ' 1 I.'f(I'~なものではありません。 特定の正社

員だけを低過するのではなく、これから就服する学生や呪在

失業している人たちにも聞かれた公平な失業給付やI[i在来訓練

と言うmで幅広くサポートにシフ トしていくべきで・す"。

マニフェス 卜作りの様子 (2月23日・ Beyond2013にて)

@女性の働きやすい環境っくり (保育所 ・託児所 ・学

霊の整備)

山y_・j厄問機会均等法が制定されて2013年で41年が経ちまし

た。11本のタ性の大学進学 ・社会進出が進んでいると 再われ

ていますが、先日、イギリスの経済紙 「エコノミス トJが発

点した 「先進国における火性の働きやすさランキング」によ

ると、 11本の久-性の労働環境は26カ同rl'25f立。多様な働き方

を-tL!似するためにも、女性が働きやすい開境を惣備すること

は:'::t，(:i5と，?えるでしょう。

⑤キャリア教育の拡充とインターンやギャ ップイヤー

など社会体験の機会を若者に提供

社会人になること=就職することではありません。会社で

働くという以外の社会的な休験をする機会を-tM供することが
必要です。

-ナショナル ・ミニマムとは図家(政府)によって州民全Uに保附さ

れるべきM低限の公共サービス ・社会保問のこと。
"11 ~，;の社会保防政策は，új綿布向け文111が諸外l司と比較しでも突111 し

て .tい。 また、経済協力開発機椛 (OECD) カ~hll'，W IiIの教ft施取を分

析した干II1'j.， I ~ r図ぷでみる教育2012Jによると、 II.{.:はllill人l総生産
(CDP)に占める教育機関への公的支Il¥の'，'PIi1'が3.6% (09"1っ と、

加¥Wlilで比較可能な31カ同rl'j註下位 (id下位は3il:tl!絞)。

人生liij判例への社会保附の配分を附やすことは、 少子化対策や人材

ftJN.に燃がり、結果として税収をmやすというリターンがIUH寺できる



日本のキャリア教育の第一人者

児美川孝一郎・法政大学キャリアデザイン学部長に聞く

; 1986年、東京大学教育学部卒業。1993年、東京大学大学院教育:

:学研究科博士課程単位取得退学。1996年、法政大学文学部専任論:

j師。1999年、 同助教授。2003年、法政大学キャリアデザイン学

:部助教授。2007年より、現戦。

j主な著i!:ilこ『若者とアイデンティティ.Jl (法政大学出版局)、

: r権利としてのキャリア教育.Jl (明石害庖)、 『若者はなぜ 「就
i職」 できなくなったのか.; (日本図書センター)、 『これが論

j 点、 1就職問題.B (編著B本図書センター)など。

-若者は大企業志向なのか?

ここ 10年くらいの若者と仕事に|期する言説をふり返ると、

「有者の就業怠識が低い」ということが中心でした。それ

が、 2008年のリーマンショックや派遣村に代表されるよう

に、そもそも社会構造的な問題が大きいのではないかという

ことが、クローズアップされるようになりました。若者パッ

シングではなく、若者のエンパワーメン卜が必要ではないか

と言われるようになったのです。

ただ、その後巻き返しのように出てきたのが 「企業と若者

のミスマッチ論」です。とれは、 若者の大企業志向が強いの

が11'，]題であって、中小企業に目を向ければいく らでも就職先

はあるというものです。 しかし現実的には4倍強あった中小企

業の求人倍率も今では2倍弱にまで落ち込んでいますし、ブ

ラック企業のようなところも多いですから、企業ならどこで

もいいというものではありません。

そもそも、若者の大企業志向が強いというのもウソで、学

生は、大手の保月]が終われば、中堅を受けますし、それでも

ダメならさらに巾小企業を受けています。これはただ受ける

}lll'i番が追うだけで、大企業志向が強いというわけではないん

です。

-平成の働き方を作っていくしかない

今は高卒の求人も減っていて、 1990年代最初には150万人

を担えていたのが20~30万人になっています。 27i卒で就職口

がないから大学に来るという人も現実的に多いわけです。こ

のまま今後、雇用がどんどん減っていくかというと、まだで

きることはたくさんあります。

例えば、正社口がサービス残業をやめれば、その分雇用が

生まれます。今は、企業が社員にサービス妓業をさせて儲け

ているというのが現実なのです。そのためにも、労働の規制

は強化すべきところは強化すべきですし、ブラック企業を市

切から退山させる仕組みも必要でしょう。

また、今は大企業が民大な利俗を上げている一方で、中小

企業にそのしわ得せがいっています。中小企業にも利益を還

疋させる仕組みを作らないと、社会のl:jlflfl府がぜい弱にな

り、的差が広がっていきます。

その一方で、大学そ卒業してから定年まで40年以上あるの

に、企業の平均点命は30年と言われていますから、個人の就

労JtJII¥Jの方が長くなります。つまり一回は転職する可能性が

(IIJいのに、その企業でしか通川しない特殊的な能力だけを伸

ばしても11:}jないわけです。

そのためには、従米の 「メンバーシップ型Jの雇用だけで

はなく 「ジョブ明」の原JTJを(iIJ山して、労働市場の続四j性を

高めるということも必盟でしょう。しかし、いきなり これま

での併j匝刷lHlJを撒Jだしたら、若者や弱い立札jの人がさらに不

利になる可能性が111いので、腕制と緩和のバランスが求めら

れます。

ただ、今の年配の世代にいきなり働き方を変えろと言って

も、難しいので、 _(lf(.，、世代の人たちが新しい仰jき方や生き方

を作っていくしかないと足{います。

-自己理解の前に社会理解

これまでも11本の大学や日校などの教育機闘は、社会や職

業との接続が);~;かっ たのですが、それを企業が企業内教育で

Mとかしてくれていました。現有は、教音機|主lにもキャリア

救世fの強化が求められるようになってきま したが、自己理解

や自己分析から入るものが多いです。

しかし、社会で似jいた経験のない学生が自分を分析したと

しても、ただ I~I分の過去の休験をふり返るだけでし ょう 。 そ

れよりも、現有の下1:会や産業界がどうなっていいて、企業の

実態はどうなのかをますすねることが大切です。今のキャリア

救1tjでは(就職罰則もそうですが)、少や将来やりたいこと

はIlIJきますが、現実を教えていないのは大きな問題だと思い

ますね。

もともと、向己理解 ・向己分析というのはlllr;1肢を支援する

キャ リアコンサルティングから出てきたものです。すでに働

いた経験があるということが前提なんですね。働いた経験が

ないのに、 I.:=J分の強みと言ってもほとんど意味がないわけで

す。

それよりも社会の現実を知lった上で、 「総合!織になった

ら、企業の言いなりでどを回転勤があって大変だから、一般11，誌

にしてワークライフバランス重視でいこ うJ r企業!こす、っと
勤める気はないけれど、いきなり起業するのも大変だから、

数年IIflと決めて会社制織の111で‘仕事をおぼえ、人脈を作って

起業しよう」など、向分のスタンスを考えて就職活動をする

必~があります。

Ilflき手 :浅見祐樹(法政大学4年)
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「僕たちは世界を変えることがで、きない」
政治参画政策

のか?

今の60歳以上と、20歳未満が政府から受け取る使読を比較 このような現状に対して、告者の立見が十分に反映されな

すると、実に l佑2000万円もの還があると言われています いのは、世代1m枯差を更に拡大させ、長則的に持続可能なシ

(本1)。 ステムへの転換を妨げているのではないでしょうか。

また、H寺間が経てば経つれコス トが11くなる気候変動問題

を促進させる経済梢造も将来山代への負担を高めています。

【なぜ若者の意見が反映されないのか?】
若者の怠見が政治に反映されない山由には大きく3つ考えられます。この問題はそれぞれが相互に|具|述してお

り、並行して解決してくことが必盟で、す。

-投票率が低い

選挙における般票率が低いことは、必然(1'，)に持者が支持する

政策を打ち出している政党 ・政治家が選ばれにくくなります。

投票率が低い理由は大きく2つに分けられるでしょう。

① 行く理由がない

段緊に行くメリットを感じられない、 手l分たちが不利益を

被っているという危機感がJ!!tい、吏に高えば 「無関心」である

ということがあるでしょう。また、首相がコロコロ変わること

に象徴されるように、政治家や政治!こ関する行!日jに失望してい

ることも大きな要凶として手予えられます。

② 行くハー ドルが高い

これには、投票所の場所が分かり辛いことやアクセスが悪い

こと、投票時間が短いことがあります。その他、段烈所に実|際

に行かないと技票出来ないなど、投県方法の1m胞もあるでしょ

つ。

衆院議員総選挙年代別投票率の推移 (明るい選挙推進委員会)

全国

高知県

干棄現

東京都

20・30賎代 40.50成代 . 60綾代以降

29.9% 31.7% 

24.3% 29.6% 46.2% 

30.8% 32.1% 37.1% 

35.35% 31.9% 32.8% 

有権者の世代別人口構成(r一票の重みの二つの格差

-票のウェイ 卜 (重さ)が軽い

i 1 票の桁追J の問題が指摘される ~Il 、 l L12の価値が

重いとされる~.:j ，;IW，~での20 ・ 30代の有権者数は全問平

均と比べ低く、 lfiの(dli(11'1が'11，1いとされる千葉県や東

京都での若い世代の作権脅は、1;:均より尚いので、す (左

図参n日)。
票の重さが他の世代に比べ怪いことは、特に世代別

に対立するような政策 (社会保附)に|刻して、若者の

意見を政治に十分に反映させづらくさせています。

一地i或間格差が助長する世代間格差ー』ニッセイ基礎研究所)よリ作成

本 l 同t~が生ìmをjUjじて、政府に対してどれだけの負担をし、政府からどれだけの受益を'f~~るかを比較した fllt代会，IU によ

る試日。辺路 ・ダムといったれ:会資ぷや、治安・国防、医療 ・介護といった公共サービスからの「受俗」から、それらの

サービスそ供給するのに必慢な税金、保険料といった 「負担Jを引いたもの。

参考 .明治大学|立代[m政策研究所(制).(2012) 1"20歳からの社会科J 日本経済車rr間1.1\ 1仮 ~I



【世代間で il票の格差」が生まれる理由〕

少子山齢化で、イ i，j:7U1に占める若年肘の'，I~J íTか低いにも|見|

わらず、一人-Mの;JiIJ山か維持されています。20、30t長代が

(î権行人11に内める'，I~ l íTが29.9%であるのに対し、 40 ・ 50t，提

代は 3 1.7 %、 60歳代以降は 38.5% もの'，I~J合をI勺めています

(人11推計(半成23{1~lon 1日現在)総務行統J十日)。

20 1 0年の参議院選準では白根県と FII~~JII~，Hこおいて、部市

の人11密度と候補行の数によりlZYの桁JCが約5倍にもなりま

した。 このような地域によって烈の~n さにì.!Í\いが出る中で、

行行は比較的ー烈が軒い地域に人11が~く lli" 1し、 l票のillい

地Þ~(こ少ないため、元々人nの少ない riv、世代の声が、さら

に政治に届きにくいという状況が生まれています。

-意見を集約し、発信する常設組織がないこと

?守分担子で得々のilijl}J I I的に合わせたぷ比を発信を行うI.tlf，ふは多いが、それらが

一体となって政山1;~ I i'することはありませんで・した。また、政治家と実際lこコン

タク トしたり、立はを交換したりするはjが不十分だ、ったのも大きいでしょ う。

イギリスのUKYouth ParliamEflt(UKYP)の様子

海外では、 {'i(iーによる出者のための議会が作任する11¥1.地域もあります。たと

えば、イギリスのUK Youth Parliament(UKYIコ)で‘は、 11-18収までの若者の代表

向約600人がユース，iN会を作り、社会に11fを開けるべく日・却jしています。主な活動

内科はキャンペーンやプロジ、ェクトの企11向・実行、相行hに|見lわる政策の決定者へ

のi訴えかけなどで、それを実行する-(~ f出品w.は毎年技烈によって選出されます。

私た明言 I 

私たちが目指す社会

①若者の意見を代弁する政策決定者がいること

(7向からの政治参Illijは、その存在を政策決定行にi認知して

もらいJ11を反映するにあたって非常に豆裂です。行者の怠児

が分からないために山が政策決定に反映されにくいという別

状を変えるべきです。

②政治家と若者の閣で恒常的に意見交換がなされているこ

と

fiの般仰を見込まれるlIt代のみを対象とした選栄柄引や政

策決定をするのではなく、将来を担う行行の立見を汲み取

り、代弁できる政応決定行の伴在は必要不nT欠で‘す。

①若者が積極的に政治に参画していること

l:Jcのためには、行rr-の12見をはっきりと政策決定者ーに伝

える場が必要です。 {~hと政治との接点をつくることで、 rì:

hにも政策決定朽側にもメリットを産み111すことができま

す。

必要とされる対策

①投票率を向上させるための対策

rU1の投票率を向上させるためには、J支出に行くfllllllを作

ることと、投L11のハードルそ下げる対策が必叫となるでしょ

つ。

. t立川に行きたくなるように!

まずは、投架に1iきたくなるようなじ点が必袈でしょう。

行行の目を引きやすいすう:名人を起!日した広報(例 :東京郎知

'Jç~における AKB48の起用など)や、キャンペーン化をして

魅)J(l'~に見せることが効史的です。

fnJより早い段|術から選挙教育を行い、選挙に行くのを 「当

たりl)iiJにすることがiJ¥盟です。WIJえば、修学旅行などの学

校での決めごとを生徒が投決によって決めることや、模擬選

併な制極的にJ宝M教ItTに取り入れて行くべきです。

また、公教育では偏りを恐れ選併に触れない~JJが多いが、

" I lL性を保ちつつ、もっとも1極的に~准教行をする努力がな

されるべきでしょう。

. i支出のハードルを 下げる!

位決をしやすいシステムを作って行く必盟があるでしよ

う。只体的には現在の般票所に1J11えて、駅前での投票の導F

を提案します。

・似'.';に{'j:う {i:L( ~'，'~ !l!新の問附化 (ネットでの更新手続

き、 大学入学H与に品務づける)

実家を離れ、生日を始める若-r，.の多くが、住民票を移動さ

せていません。 現行の制度下では ft民;11が !!l~いと こ ろからの

技却は、コストがI~百く、それを理rLIに投却を諦める人も多い

のが別状です。

ネッ トで住民出を問jIれに移動させるシステムや、大学入学

H、?に0:民票の移動を必坊づけるなどの取り組みによって、投

;目指を向上させることができるでしょう。

011 
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②票の重さ (ウェイト)を高める対策

符者の立見に他の山代と同等の価値をうえるため、 fl立代

目IJ選挙区llillJ ("2)の導入を提案します。これは世代を代表

する政治家が誕生するため、特に世代11¥1で対なが生まれやす

いアジェンダ(社会保師、 E;1境など)については、衡平性を

担保できます。

現在議論されている「ドメイン投票 J (・3)もあります

が、続が自分の子どものJ立見を反映させたJ支出を本当にする

のか (できるのか)という川組に対して縦IgJがあります。更

なる研究を制みillね、その効果が保附されれば、 「ドメイン

投烈」も一つの対策として与えられます。

①意見を集約し、発信する常設組織を作るための対策

.社会川j越lこ取り綱lむri円rl.fl(.本の辿代を例i設する。
~~ hとしての怠比をm約する施策として、社会IgJ:岨に取り
組んでいる団体の辿合をfilJ設します。その述合は、終々の団

体のJifを集約し、意見，!?を作成します。 また、五HU~に対す

る0，引用人偶人の怠見を収集するため、 宮名古~illリjを行い、 そ

の結出を合わせて政治'd誌に周けます。

その設立のために必盟な物的 ・資金的支慢をよjミめます0

.此lN会に岩者代ぷのJAfを設ける。

上 Il~ した迎合の代ぷ(もしくは担当者)が政策な思決定プ

ロセスに参加できるよう、?出品会でのj市を設けるべきです。

'2 M!京大学の川崎i!利宏教授がt;JI(\ したn~JI立。 r.行!tr1 tiの世代」 に応じて選挙区を設け、 A附を配分した上でそれぞれの世代

の代ぷを選出するもの。

'3下どもにもjiJ:併伶i.lt付与し、 初か{・ともの代別!として段fJiする(1制lみのこと。ハンガリーなどで導入の検『吋がされた。

マニフェスト作成に関わって

マニフェス 卜を超えた視点が必要

マニフェス ト自体に|却しては、みんなで話し合った結果こ

のような怠見がまとまって良かったと思っています。ここで

はマニフェス トにあがらなかった視点や実際の対策事例を紹

介していきたいと思います。

まず、 ここでの論点は世代間絡差というところから出発し

ていますが、世代という切り，-，だけでなくi走路や所得に応じ

て社会保附を変えるという視点もあることを知っていただき

たいです。おもに年金flilJ肢に|則する議論ですが、世代別に負

犯を考えるのでなく、出ii信行ーのH寺点で持っている資産や所得

によって受ける保防が見なるべきという与えjJも出てきてい

ます。これからはこのように 「世代Jを取り払った議論も活

発になってくると思います。

また、マニフェス トで挙げられていた対策ですが、尖|深に

取り組み例がいくつかあります。今年の千*rlil乏選挙では、

JtJ円前投京が稲毛海岸駅のイオンショッピングセンターで段

渋可能になりました。また、昨年には富山県刈岡市の知引退

併でも同じく問H前投烈がイオンモールで尖liillされました。

法111上の都合でW1日Ilii投烈のみの措置となっていますが、自

治体も段々と投荒行動を促すための工夫を実践しているのが

分かります。

政治自体への関心に|則しては、インターネット選挙W(，然が

Ir~近のニュースですね。

今年の五Zの参院選以降の解祭となりますが、もちろん問題

点も避けられないと思います。

それでも試行錯誤していく中で、候補者側も有続首側も上

手くネッ トを使っていくようになればいいと思います。

とれからの若者と政治

さて、それではこれからの若者の政治的関心や立見の表現

はどうなっていくのでしょうか。ネットでの盛り tがりも含

めて、これからは計い打線者の技栗本が向上していくと思っ

ています。これは社会の|立代聞の歪みから必然的に‘IL等を叫

ぶJ17が/J\て くるこ と、(~(i-の芯;志の可視化という 2つの要因

がEなってくるからです。またこれを大きくするにはな見を

まとめる)Jが重要に伝ってきます。数は問題ではなく、どう

taを作るかによると思います。若-nのYZ識や行政jが変わって
いけば、 ~í然政治家側も1!!~視できない存在になるでしょう 。

戸をあげていく|探によく指摘されるのが、要求ばかりでは

国はパンクしてしまう、ということです。しかし、私たちが

盟求しているのは新行におくをを;!;1]いてという ことではありま

せん。11良られた予知の11'でお金の使い方をもっと将米世代に

も配服したものにしてほしい、ということです。

これからどんどんと路神力を増していく一方で、広見の内

容や私たち自身の行!日jもより具体的にしていかないといけな

いですね。

:原田謙介 (NPO法人YouthCreat代表) ! 
東大在学時の2008年、 r20代の投票率向上Jを目指し学生団体 rivoteJを結成。

ー各党国会議員と学生との飲み会を行う「居酒屋ivoteJなどを企画。 ; 

2012年3月に大学卒業後、 「政治と若者をつなぐ」 をコンセプトt<:;舌動を続ける。
~ 2012年4月、インターネット選挙運動解禁を目指し rOneVoice CampaignJを発起。

1 201坪 1月NPO法人YouthCreate設立。

地方議員と若者の交流会 rVotersBarJ、行政などとのコラボレーションイベントなどを展開中。



経済効率性と持続可能性は

なのか?(両立不可能か)ドオフトレー
エネルギー政策

また、欣射性Jj~荒物や気候変動は現在以上に将来世代への

;必押が大きく 、これからの社会を担う若者が硝極的にこの問

題に|刻心を持ち、取り~:flむな誌は大きいのです。

福島第一原発の事故は、これまでのH本のエネルギー'IJ，}

給、特に電力システムのあり方に大きな挺問nを投げかけま
した。 エネルギ一政策は莫大な投資を必要とするが般に、長

}倒的な視点が不可欠です。

実質GOP
(ll1位:兆円.
m∞年倍格)

6∞o 

日本の鼠終エネルギー消n:
(1965-2009) 

図1

エネルギー消費
(単位 10 J) 

18∞ 
16∞ 

【今のエネルギーの状況 (課題)】・1首え続けるエネルギー消費に対応し続けるのは不可能
現在の経済構造は、エネルギーの大ld生産 ・ 大 :，(rì'í t~をI抑制とし

ています。原子力発電のリスクやコスト、化百燃料の資源村iilJ、以

候変動などの問題をはらむ現在のエネルギー利mのあり方は持続11f 
fiEでなく、将来世代に負担を践すものです。
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これを起irするたしかし、将来世代の間に不衡平が生じています。
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-・・・・ 運輸部門

産業部門

資源エネルギー庁「平成22年度エネルギーに関する

年次報告J (エネルギー白容2011)より作成

IL 0.0 

5525 555 55g 苦言gEg5525 g Z52 

業務部門

実質GDP

-・・・・ 家庭部門

4.00 

2.00 

ことので

めの機会が十分にありません。

-エネルギーに関する情報への信頼の欠如と、自分で

きないエネルギー

エネルギー政策をめぐる情報への信頼がmらいでおり、適切なli';
報をもとにエネルギー政策について自ら考え、選択することは難し

いのが現状です。 エネルギー政指の決定プロセスは透IV1でなく、エ

ネルギ一事業者の意向が強く反映され、lG力向由化も進んで、いませ

ん。

図3主な電源別発電コス卜
(上限・2030年モデルプラン卜)

図2主な電源別発電コス ト
(下限 ・2030年モデルプラント)
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エネルギー ・環境会議コス ト等検証委員会

「コス卜等検証委員会報告治」 より作成
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私たちの社会のあり方自体を問い直す必要がある
-増え続けるエネルギ一消費に対応し続けるのは不可

能

円本社会は高度経済成長期以降、大量生産 ・ 大量7ì~í ~ .大

r， (Jf~菜、そしてそのrmを取り持つ大量疏過を基調としてき ま

した。

その結果、特に民生部門(家庭部門及び業務部門)におい

て、快適さや不IJ便性を:::}とめるライフスタイルの普及等を，'T1止

に、 1 970年代から 2000年代にかけてのエネルギーrì~t~は2.4

1背と許しくWIlJlIしました(図1)。産業部門も依然としてエネ

ルギ-tìlíüの4'.';I J強を占め、長大の消政官l)t'~Jです。

エネルギーの大抗生産 ・大量消費を基羽IJとした経済 ・社会

システムを根本的に見直さない限り、エネルギー手'J}IJは持続

可能になり得ません。

(1 )許容しがたい原子力発電のコストとリスク

点京'~11力偏品第一原子力発電所事故後、事故の賠償等のた

めに2013年2月時点で3兆2430位、円の支援が政府より東京屯

)Jになされています(*1)。今後の賠償、除染、稲山首)-}j日

発のJJt炉にかかる最終的な費用などは見通せていませんが、

数 ト兆円に及ぶと考えられておりい2)、これらは税金や'，[I

託料金という}~で国民が負担するのです。

もちろん、 放射能汚染の;沼響を受け生活が激変した多くの

人たちの悲しみ、苦しみ、悩みは到底数字では表せないもの

です。)111えて、事故後各発電源のコスト見直しがrrわれ、 }j;(
子 )J~.tmのコス ト 優位性は以前よりも低いことが|り i らか と な

りま した (*3)。詳しくは図2・図3を参J!日くださし、。

そして、使f日前み核燃料の処理問題は原発利用の10)大の

ネックです。M初の原子力発電が日本で稼働してから40年以
上経つ現在においても、発電に伴う核廃棄物の品終的な処分

方法が決まる目途すら立っていません。

「組長期にわたる安全性と危険性の問題に対処するに当

たっての、現H寺点での科学的知見の限界」に直而していると

いう指摘もあります(本4)。原発が生み出す抜廃棄物は組長

則的に社会へ経済的負担と放射能汚染リスクを負わせること

になり、使読を1~~る ことのない将来世代にも負担を強いるこ

とから、倫理的にも大きな問題をはらんでいます。

勺 H刊~Ìl.!Í (，ol r見41E支援、総額3兆円必=11日償問で7，000億
円正j/JIト政府J (2013年2月4日)

ふ2エネルギー.1';j脱会議コス ト等検証委μ会「コス ト等

倹，IIE委口会科J符.'u(2011年 12月19日)
色3円本学術会議 「回答高レベル放射性廃Z築物の処分につ

いてJ (2012il三9刀11日)

・4 以rtュ経済ONLlNEr八方塞がりの東京'，L(;IJ、現二~I沫m

すIfij (i化J (201 1 il~ 1 1 月29日)

・5 気候変!fUJtこ関する政府間パネル(IPCC) r;;r，4次;I'f'lilli

f製作，'U (2007年11月)

'6ノドIIlJfltiEir'L]IIllIと原発報道」株式会社亜紀、If房 (2012
{t三6f126仁1) 

(2)化石燃料の資源枯渇

化百燃料は枯渇性資源で、あるため、将米世代は現在の私た

ちと岡崎の恩恵を享受することはできません。それにもかか

わらず、化百燃料の利用を前提とする設備 ・インフラの撤収

に係るコストは将来世代にとって負担となる可能性がありま

す。

化何燃料への依存が続く ことは省エネルギーや再生可能エ

ネルギーのIm~去を遅らせ、将米世代の化石燃料村iì!:J リスクへ

の脆弱性を正Jiめるのです。

(3)気候変動

火力発電を中心として、 現在のエネルギー供給のあり方は

jiii室効果ガスの排出により、 気候変動に大きな;;l3枠を与えて

います。このままでは気候変動は危険な水準に達する見込み

(汚)であり、将来世代は、現在世代よりも大きな気候変動

の対策コストと被害コストを負担させられることになりま

す。

-世代間衡平性が確保されていない

1=1木においては2012年夏の 「国民的議論」のような市民の

な兄を政策に幅広く汲み取る仕組みが限られています。

特に若者の政策決定過程における参闘の余地の少なさは、

エネルギー政策に|刻する各種委員会 ・得議会のメンパーに若

者が含まれていないことからも|明らかです。

これらの結果、 「将来世代の当事者Jという視点を踏まえ

た怠思決定が困難となり、世代間衡平性の!確保を阻む盟閃の

ーっとなっています。

-ヱネルギーに関する情報への信頼の欠如と、 自分で

選ぶ乙とのできないエネルギー

現行の屯力システムは閉鎖的な場で作られ、lg力業界やエ

ネルギー多消i1産業の25;向が強く 反映されています。屯力会

計:は各メディアの大口スポンサーになってきたため、メデ、イ

アは批判的な報道がしにくい状況が作られています(*6)。

結果として、 市民がエネルギーに|刻するl:j-I立的な附報を符

づらい環境がありま した。さらに、現行の地域独内体的IJの屯

hシステムは市民がエネルギーの選択ができない原因となっ

ています。



(1)エネルギー需給における持続可能性の向上

JJ;l J~))先'~11の縮小をtlli いつつ'，[;:));を供給し、なおかつ持続

l'fiiEであるために、①ii'it!! '，[l ) )の削減、 ②再生IIftiEエネル

ギーの促進、③火)J1E'，uのC02排Il.¥:I[の ríll 減、 @開(}):1~'， l.ì

の比111し、の4つを行う必!庄があります。

①消自屯力の削減・非!¥を熱として利川することによる熱利用の効本化と、行
エネへのインセンティブの011設を"1心とした行エネ政策
の般進(ワ)。・uTi'， flをすることによりii'iu(1がメリットを仰る仕組みの
将人(・n業者 ・2支出へのエネルギ-ii'i t( i'ill i戚11 ~:~i 0) ，:Q 
定、ピーク時の'，[.;:)J料金tJ~I'::jくなるなど節唱が仰になる

料金制度の制定)

①再生可能エネルギーの促進

• 11γ1:.可能エネルギーは地域社会でオーナーシップをJ.7っ

た 'n~に対しての訓úIIi と Æ~~HllJ i逝辿等の政wを羽人する。

• IfVL:可能エネルギー将人 .'，l.!:h.1'f給の安定化のための系
統弛i化と透明性のあるルールl設定を行うい8)。

①火力発電による仁02排出誌の削減・行j尖平11mは、 LNGと比'1攻しC02排出量が非常に9くなり
('9)、lklm (1'1 (dli IIlf(を1m1 !，j(すると(ii1tよりLNGの}jーが立

くなる傾向があるぐ10)。開邸側伯を含めると{ii~~の

挺位性はないと巧えられ、，i則前効率の向上とC021"1l1)c!技

術の内政を進めつつ、段111守的に利川を減少させていくべ

きである(*11)。・地域レベルでのコジェネ(先7U・熱利}lJ)に対する1，'ili1.:
。lIi約口l~ .税制倍辿:l111J克の持人(‘12)。

@原子力発電の見直し・代作エネルギーのIHI1E可能性を附まえ、 2030"fまでに
b;(先から撤退する0・肱燃料サイクルから撒illし、{史川消み核燃料は11'(彼処分
する。

(2)1 ¥ランスのとれたエネルギー政策議論の場の提供

20 1 2年豆、全国外地でエネルギー政策に|刻する同民(I'~，m，;命

が行われたが、この議論の成果は政権交代{こより白紙撤1"1さ

れました。しかし、その成果を再定するのであれば、 2012作

以 1:のllil民的議論の機会が必盟です。また、策議会のt:L1は

r，:し、lit代や!，J，・七Eが純白iiに少なく、会全体のバランスをl取るた
めにそれらの人の'，I;II~をJFiやす必叫があります。

(3)電力自由化 ・発送電分離の早期実現

'，[;:) )白由化は2016"1:、先送1日分離は2020年に実現すると

した2013年4月211のml，議決定に川り、地域独占体制を改め、

'/JVIに1'-1山かつ民i:IY、jな'，l.!:)J di!Mを形成すべきです。

(4)福島原発事故の責任追及

du;ETE力福山m-J);'( JÈ'I~I'次からっさベる教訓を応大|湿っきび、

山(1の所在を明確にすることは、見.!TI4i:大沼災を生き抜いた

私たちに与えられたどi抗で・す そのためにも以下の三つのこ

とが必要です。

①事故原因の継続的な追及

同会|相こ継続的な・HI'政JJ;(l/，llu;1とのための委員会を投1(1すべ

きである(本13)。

①原発の安全対策不徹底に関与した歴代の東京電力幹部、

官僚、政治家の責任の追及

今同の事故は災17ではなく人災で-あったと同会'H故調育委

L~会では結論付けている。 'IU次Jji(いlを作った|見1(;系何の此任を

lu&すべきである。

①東京電力を破たん処理する

'H，'次の点任をlり111(1;にし、hi(ブE'IÇ般の処理!を !王|の山任で:'(Jr~尖

に進めていくためには、 J，!.U;CoIlJJ)を似たん処理させることが

必盟イミ口I欠である。

'9 特定Jド営利活動il;人災{似ネットワーク r841l-JH-l>:が r{ïi~l火)J'}吉

川の111'進に反対する共同}JiIIJIJl.!: 1~ぷJ (2013年3J121m 
・10"位以'H;送迎合会ホームページ「九州屯i&;(日11のライフサイクルC02

俳/lU

・11r.;1悦行「火);5f.tlの例)JXについて参巧資料5- 1 J 
'12インターテックリザーチ(株) r熱'，l1m給/地域冷1~IJjに|刻する

い心'jlj，i'l'lllli・デンマーク制J (20 1 1 "1' 6 J 1) 

'7以J;(，'ll lr~lrW.Jホームページ 「熱は然でJ I ・13 tll l83 1旦Jlñl会 (20 1 3"1:) において 「衆，ml抗原 ()Jlm:m~~'4ft特別

・8 公俗lI，flHil人1'1然エネルギ-1I，f同日、ますぐに rf辺先般続」の将 | 会 tl会」 が設問されたが、これは';;~.，Y.lの愛口会ではない。

人が必i主であるJ (2013ilミ2J 12511) 
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私たち若者が取るべきアクション

(1)若者のエネルギー問題に関しての継続的な学習 (2)クリーンな発電事業・省エネ事業への参加・支援

と意見発信 地域レベル・国レベルの自然エネルギー利用促進に積極的に

エネルギー問題に関して多くの若者が継続的に学習し、立 参加する。例として、通学している学校に対して自然エネル

場を越えて対話し、さらに考えを発信していく場を増やす。 ギー導入や省エネ設備導入促進を働き掛けたり、地域の市民発

継続的かつ体系的に、全国で学習する機会を作り、かつ政 電にサークルやクラブごとに参加したりする。これらの動きを

府、企業、メディア等社会ヘ広く若者の考えを発信する。 促進するための基盤整備を行う。

原発をなくしても大丈夫??

原発への依存を無くすと電力供給が不安定になり、かつ電気代上昇により経済に大きな影響を及ぼすと言われていますが、

本当なのでしょうか?

-原発がないと電力供給は不安定化するか?

発電能力の絶対量では、現状の大飯原発の2基のみの稼働で

も供給能力に問題はありません。 2013年夏の予測では、仮に

2010年並みの猛暑が再び訪れた場合でも、一年で、最もエネル

ギーを使用する夏のピークをある程度余裕を持って乗り切れ

る見通しです(*14)。

このようなことが可能になった背景には、これまで休ませ

ていた火力発電所(機)を動かしていること、電力会社聞の

電力融通を最大限活用すること、省エネが定着し始めている

こと、太陽光などの発電量が増えてきていることなどが影響

しています。

各地で高効率の火力発電所の建設検討が始まっていること

や、 2012年7月に始まった「固定価格買取制度Jが再生可能

エネルギーの導入量の飛躍的な増加を引き起こしていること

を鑑みるに、今後さらなる発電量の増加が望めるでしょう。

-火力発電を増やすことによる燃料費増加はどの程

か?

近年、石油火力よりも安価で、 C02排出量を石油や石炭よ

りも低く抑えられるとされる天然ガス火力が火力発電の主力

として注目されています。ただ、天然ガスは石炭よりも割高

で、燃料費が課題となります。実際に、 2010年には約3.5兆

円だ、った天然ガス (LNG)輸入価格が、 2012年には約6兆円

にまで増えています(ただしこの数値には電力以外の需要も

含まれます) (勺5)。

しかし、 LNG輸入価格を今後引き下げていくことは可能だ

という指摘も多くあります。これまで、電力向けの日本の燃

料調達は、総括原価方式によって電気料金で調達コストが回

収できました。また、電力業界に競争が無かったため、価格

よりも安定供給を優先してきました。

例えば、日本の電力会社はこれまで国際市況と比較すると

割高のLNGを長期契約で購入していました。しかし、 LNGの

契約内容の変更を行い、価格を引き下げることは可能です。

また、アメリカの安価なシエールガスの輸入が現実味を帯

びてきています。アメリカのシエールガ、スの輸入が可能にな

ると、 LNG輸入にかかるコストは3eIJ---4割程度現在よりも下

げられるとも言われています (*16)。

これら全てを考慮しても、原発をなくした場合の燃料調達

コストは福島原発事故以前より上がるかもしれません。

しかし、脱原発を行う場合、原発の稼働、使用済み燃料の

再処理、推進のための政策コスト等にかかる費用が削減さ

れ、合計で年間2兆6400億円の経費(電力会社、政府双方の

経費の合計)が浮きます(*17)。加えて上記のような調達コ

スト引き下げの努力を積み重ねれば、電気料金値上げにつな

がるようなコスト摺はほとんど抑えられるはずです。

「火力発電を増やすと燃料費が増え、電気料金値上げを招

く」という意見は、これまでの電力消費量、燃料調達のあり

方、原発前提の電力システムを変えないという考えに基づい

ています。私たちには新たな仕組み作りのためにできること

がまだ多くあるはずです。

勺4総合資源・エネルギー調査会 f2013年度夏季の電力需給見通し

についてJ(20日年4月7日)

勺5小菅努「米国の天然ガス価格が上界し始めている ..._. fシエール

革命」第二幕..._.J (2013年4月23日)

勺6橘川武郎「なぜ日本の天然ガスの価格は、アメリカの9倍も高い

のかJ (2012年7月6日)

* 17大島堅一「原発のコスト」岩波新書 (2011年12月20日)



総合資源、エネルギー調査会総合部会委員の辰巳菊子氏に聞く

:公益社団法人日本消去i生治アドパイ:

iザー ・コンザルタン卜協会 (NACS) ・

常任怒間

.大阪出身。六学卒業後教絡を笠て1985

主E消費生活アドバイザ-fi{名取得0

j 1998年から2012年まで協会攻守)¥、環境

委員長。現在、総合資源ヱネルギー調

;査会総合部会委員、湾エネの珂j空白樫;

:等質定委員会委員、産主E偽造富設会、

:化学物質審。員会などの委員も務める。

-エネルギー問題や省工ネ ・新エネ関-

j)豆、3Rやj:i境コミュ二ケーションな-

iどの分野で得続可能なEらしに向けた:

j ~奈々な活動をしている。

ユースマニフェストの立見には槻ねf1成です。44・にJJii発の

コストについて、未だに多くの人たちは原発が安し、'，tli1J;1だと

思っているよ うです。しかし、これは本当でしょうか。この

マニフェス 卜 にあるように、 原発のコス トはさらに児~'lされ

る必盟があると考えています。

|立代間衡平性の雌保という点で、有者が審議会のような

政策決定に近-い切に入って行くことは大切です。

WI)えば2030イ1.代の社会の中肢は、 今の20代の人たちだから

です。どのように'府議会の委只が決まるのかを知lることも必要

です。特定の怒見に偏り過ぎることがなく 、バランスのとれた

柄引をする団体であったり、そのような発言ができる個人で、

あったりすること。広いネッ トワークを持っていることもとて

も大切です。

そして、多くの人の声を代表している存在であるということ

も欠かせません。

門戸;のみなさんにJUI侍することは、まず、エネルギーに|刻す

る受信(学習)と先(;;を継続して行ってもらうことですが、 -

/i的な発信だけでは不十分です。J''{なる意見の人たちも含めて

の、交rHt・交換も進めてほしいですね。

また、学んだり考えたりする過程で分からないことは自分で

抱え込まず、どんどん人と対話をしてほしいと思います。そし

て、自分の言葉で話すことが大切です。最後に、新たなエネル

ギーのあり方に進むための具体的な行動を、生活の場で、学生

ならばキャンパスなどで積み重ねていく ことが、 ひいては大き

な変革につながると思います。

一人ひとりの力は小さくても、
団結することで大きな力になる。

【1】若者議会の設立

様々な要因が複雑に絡み合っている現在の社会問題の解決
には、分野を超えた協力が求められています。

United Youthは、 この協働のプラットフォームを構築することで、

若者の力を結集させ、社会変革の起爆剤となることを目指しま
す。

現在進行中のプロジェクト | 
【2】Webマッチングサービス

全国の若者の代表が集い、声を上げる場を作りま
す。そのために、 ①国内外の事例調査、 ②関係諸
国体とのオープンミ一子イング、を行っていきま
す。若者議会によって、その時々の若者の考えを
より効果的に社会へ発信させ、政策や企業等の行
動に影響を及ぼすことを目指します。

オンライン上で、ボランティアや社会活動に関
心があるもののどうしていいか分からない個人
と、人材や様々なリソースを募集する団体とを
つなげるWebマッチングサービスを開発してい
ます。このWebサービスではNPOの運営を簡素
化する各種機能も搭載する予定です。

United Youth は10代~30代の学生や社会
人で構成されるNPO(任意団体)です。若
者の力で社会をよりよくしていきたい方、 ぜ
ひ私たちと一緒に活動しませんか?

【連絡先】
E-mail: unitedyouth.info@gmail.com 
URL: http://www.unitedyouthjapan.neU 
Twi社er:@unitedyouthjp 
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先駆けて世代間桁だの克服に取り組んでいる

ワカモノマニフェスト策定委員会の

城繁幸さん、 高橋亮平さん、小黒一正さんに聞く

よム 者の視点から世代1mにおける公平1"1:と持続可能性を笑

右 現するためにはどのような政策が必要か引むしてい

る「先行事例」にワカモノマニフェス ト策定委員会が

あります。

2008年10月25日に開催されたシンポジウム、 「世代1m絡

差と若者政策」を機に、官僚、 コン-lj-ルタン ト、研究者、

NPO関係者、政治家らで結成されたワカモノマニフェス ト策

定委員会は、若者目線による世代間絡先の克服を目指して活

動しています。

労働・雇用問題、財政 ・社会保障問題、若者参画問題、家

族 ・子育て ・教育問題などの分野で第一線の専門家が山言し

ており、 今回のユースマニフェス卜作りにおいても議論の

ベースにさせていただきました。

委員会のメンバーである作家 ・人事コンサルタン卜の城繁

唱さんと、 NPO代表理事 ・シンクタンク研究員の高橋克平さ

ん、法政大学ift教授の小黒 一正さんにお話を伺いました。特

にseyond2013では詳しく議論できなかった税と社会保防の

問題について、小見さんに誹しく解説していただきました。

(聞き手 :伊藤沼)

城 繁幸氏
人事コンサルタント、作家。1973年生まれ、東京大学法学部

卒。富士通を経て04年独立。06年より(綜.)Joe's凶bo代表。各種

企業、 自治体向け人事制度アドバイザーのかたわら、雇用問

題のスペシャリストとしてメディアにて発言。09年からは若

者マニフェス 卜策定委員会の一員として、世代間格差問題に

も取り総む。代表作 『若者はなぜ3年で辞めるのかJl (光文社

新fl) f3年で辞めた若者はどこへ行ったのか.! (ちくま新

岱) i7剖は課長にさえなれません.J (PHP新役)等。

-・・・・・・・・・・............................................................・.........................................................................................................

-新卒採用で人生が決まる?

私たちがこの委口会を立ち上げたのは2008年でした。あま

りにも世代聞の絡差がひどく、それを是正していくために績

の辿拠を作っていこうというのがきっかけです。選挙のliijに

私たちのマニフェス トの発表とそれから見た各党のマニフェ

スト評価をしてきたのですが、認知度も高まってきまして、

忌近では毎回選挙の前にコメントを引川されるようになって

きました。

私は、労働 ・雇用問題を担当していますが、必要とされる

政策を一言で言えば、 「労働市場の疏動化」です。日本の労

働・雇用慣行の特徴は、年功序列 ・終身雇川と、それに付随

する新卒採用偏重にあります。乙の新卒採用に大学生活もそ

の前の受験などもすべてが集約されていきます。そして、最

初にうまくレールに乗れた人だけが安定した雇用を手に入れ

ることができてきたわけです。

例えば、不況になった時、日本では正社員の解鹿が非常に

難しいですから、非正規居間をカッ トするか、新卒採用を抑

えることで対応しています。

民主党が公務口の人件1"1を2由l削減するというマニフェスト

を実現する際に、公務員の既存の新規採用を4訓カッ トしまし

た。それでここ3年で約l万人の新規採用枠がなくなるという

形で若い世代にしわ寄せがいったわけです。

.一石三鳥の政策

私たちはこのような不公平なことはやめ、今働いている人

も、これから世のrl:tに出る人も同じ土俵で競争させるように

しましょうということを提言しています。

具体的な政策については、ワカモノマニフェス卜を見てい

ただきたいのですが、労働市場が疏動化することで、女性の

社会進出も進むでしょうから、子どもを産んだ後も仕事に復

射しやすい環境になり、少子化対策にもなります。

また、斜|場産業から成長産業への労働省の移動も促進され

るでしょうから、経済成長にも繋がるでしょう。ですから労

働市場の疏動化は、若者政策であるとともに一石三μの政策

と言えます。



日本の正社民のW(oirr(の~m・ しさはOECD (終消IJfN協))1接的)

加盟国111第一(1I.であり、 ILO(11ql際労働機|見1)やOECDからも

たびたび非正規lni川労HVn''i'との桝JRJ41日M;，を受けているの

ですが、 id近、附原m制を緩和する議論が政Jf:fI人J(I1'(t ，JiiiJ1争
力会議や倒的IJ改革会議など)でもされるようになってきま し

た。昔と比べて議論の土IlJーに釆るだけでもずいぶんill.J命も変

わってきましたね。

-労働市場改革が三本自の矢の「本丸」

アベノミクスは 「大JI!:!な金融政策J r機動的な財政政指」

111.足以ij技|附」といういわゆる「三本の矢」で成り立っていま

今のとこ ろ、 <í7.hÍ~! Jl虫採iに おいては期待をあおって、 円安 ・

株tfJiにt?って行っているのでうまくやっておられると思いま

す。しかし、ホップ ・ステップ ・ジャンプで言えば、一番飛

出iVlfIを掠ぐのはジャンプ=竺務円つまり 「成長戦略」です。

l'IL(:Y2の111には占くからの公Jぞれ業のパラマキで成長させ

るという巧えんの人がまだまだいますが、あくまで成長を妨

げている脱出リをいかに緩和できるかが本丸なのです。

，............................................................................................................................................................................. 
冒

-世代として意見を発信していくことが必要

在、は大学H寺代にNPOW人RighlS(ライツ)という I.tl休を立

ち上げて、選挙権年齢の引き下げと政治教行の充実をH桁し

た活動をしていました。 しかし、社会を変えるためには、も

う少し幅広く同世代の人を巻き込んで、Ilt代として訴えてい

くことの必要性を感じていました。

2008年に ~ 18成が政治を変える ! ユース ・ デモクラシーと

ポリテイカル ・リテラシーの梢築 という本を11¥したのです

が、これまで行ってきた選准権年齢の引きドげと政治教育の

充実に世代1m杭足をJmえてマ.本柱でl訴えました。この本を，!?

いたノ卜林 五n平くんとー絡に、 イデオロギーに拘らず同 Jlt(~を

束ねて世代政策を作り、 「白円のなにすごいね」ではなく

て、{出世代が 「あなたたちの古っていることが1F.，l命で・す」と

言ってもらえるような政策を社会に突きつけていきたいと巧

えたのがワカモノマニフェス 卜を立ち 1'，げたきっかけです

~"J。

-しがらみがないからこそできること

荘、たちの応大の強みはしがらみがないということです。別

実の政策決定のプロセスにおいては、 しがらみが非常に大き

な;話料を及ぼしています。

氏平古冗
干
志
向

古
同

1976年生まれ

ワカモノ ・マ二フェス 卜策定委員

明治大学世代問政策研究所客員研究員

地方自治体公民連扶研究財団客員研究員

NPO法人Rights代表理事

前市川市議。

前松戸市政策担当宮 ・審議監

テレビ朝日 「朝まで生テレビ!Jなどに出演

AERA r日本を立て直す100人」に選ばれる

著告に 『世代間格差つてなんだ』ほか

政治家にしても官僚にしても、しがらみの中で理怨と思わ

れる政策からシフ トしたことを進めるしかないわけです。で

すから、フラッ トな立場で私たちは少なくても論理上、Gも

11:論だと忠われる政策を提示してきました。

また、政々の出示してきた社会問題だとか今後のシミュ

レーションについても、立ち上げた当初は 「そんなことはあ

り引ない」という反応でした。IfIJえば、消賀税について私た

ちは 120~30%に上げないと いけない」 と提言 していまし

た。 、lí時は 「いや、 8~ 10% くらいにすれば十分でしょう J

という反応でしたが、kl近では私たちの方が主疏になりつつ

あります。

JIt (¥11¥1杭庄は扶誌で言えば、世代会計に代表されるよう

に、受給と負担のバランスが世代によってl億円近い絡差があ

るということですが、そのmJJl1にも様々な絡差があります。
(9IJえば城さんのコう労働 ・居間の問題や子育て政策や教育の

I:¥J;起ですね。

11本は特に世代11¥11お足が激しい国で、税による再分配で|立

(~II\J桁JCがよ止 IFされるところか、 拡大 しています。 その首長

にあるのが 「シルバー ・デモクラシーJと言われる高齢者の

山を過剰に政取に反映させている現状です。
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それは狩古の投票率の低さや少子化によって、出向の政治

))がそもそも低いということも原因の一つです。ただ、米米

志向で持続可能な社会システムlこ転換していくためには、長

期的な視野で見ることができる若者の声を反映する民主主技

の仕組みが必要です。

共{本的には、 ①選挙によって若者の声を聞かせる、 ②{H'i

の代表を政治の位界lこ送り込む、 ③若者が直接的に政策決定

のプロセスに参画できる仕組み作り、 @これらのことを行え

る皆者を行成するための政治教育、の4つがあるでしょう。

-ネット選挙と憲法改正

ネット選挙解禁が選挙や民主主義を大きく変えるという論

調もありますが、今でも選挙期間が始まる前は、ネットは(1

dJに使えるわけですし、フェイスブックやツイッターを使う

こともできるわけです。リアルタイムに反応を返すことがで

きる(例えば、質問に対して候補者がすぐに答えられる)と

いう以外はネット選挙で政治家側の行動が大きく変わるとい

う物ではないように思います。

私はむしろ打権者の側がネットを使うことに大きなnf能性

があるのではないかと考えています。f9IJえば、 j込~RI休には

政治)Jがあるわけですが、出家の数がそんなに多いわけでは

ありません。

でも、 122誌の数よりずっと多い{'ihの戸をIllJかずに、出家

同体の戸を11IIくのは122誌の人たちが 「コンクリー ト化」され

ているからです。結点して、一つのことを要求しているか

ら、政治家としても却になることが見えるわけですね。

それに対して苦おのfiは、政治家から見れば何を考えてい

るか把握できないので、どうすれぽ;?烈'?官l足:になるカか、分からないの

です。でも今のH

日到難1住tしいのでで‘、 「こんにゃく化」もしくは「飲むゼリー化」し

てもらって、ふにやふにやだけど、 j隠はあるというように

「比える化」することが且盟なので司す。

i'I分たちの思考や行動をネット uこrL!i監させることで、ど
ういうところにJ~があるのかを政治家やû'郎、行政に見せる

ことに怠l沫があるのではないでしょうか。

ですから、政治家にネットそ使ってくださいと言うより

は、同世代の若者にネットを他って先日しましようという運

動を起こす方が有益かなと思います。

また、憲法改正が今後の争点になりそうな↑Ji勢で、す。国民

がー需注目しなければいけないII¥J題で、 9条改正も含めて自分

たちに大きな;j514キがあるかもしれないわけですから、若い世

代の政治参両を促さざるを1Gないわけで、それぞれのイデオ

ロギーのII¥li越は日IJとして、打h参両のl町ではチャンスとも言

えるでしょう。

，.... ........... .... ... ................ ..... ... ................. ......... ... ....... ............ ............... ..................・・・・・・・・・・..............................・・・・・・・2

小黒一正氏
法政大学経済学部;佳教授

1974年生まれ。京都大学理学部卒業、一橋大学大学院経済学

研究科博士課程修了 (経済学博士)。 大蔵省 (現財務省)入

省後、財務省財務総合政策研究所主任研究官、一橋大学経済

研究所;住教授などを経て、 2013年4月から現破。経済産業研究

所コンサルテイングフエロー。専門は公共経済学。

現在は、世代間衡平や財政 ・4士会保隙を中心に研究してい
る。主な著t!Hζ r2020年、日本が破綻する日-危機脱却の再生

フラン -J (日本経済新聞出版社)、 日本破綻を防ぐ2つの

プラン・ (日本経済新聞出版社)、 r人口減少社会の社会保
障制度改革の研究， (中央縫済社)等がある。

.................................................................................................................................................・..............................

世代間格差の象徴とも吉える社会保障における

給付と負担の裕jfはなぜ生まれるのか?

2012年にj目白税増税を含む社会保附 ・ 税一体改 I'，'~: I見|えli ìl;~~が/Jx立し、7ì'íf2税率が20 1 4"1::4J]に8%、2015年

1 0月に 1 0%に引き上げられることが決まりました。 その附脱の1-11止にあるのが、 ~tJiliな少子tlaJi齢化で‘社会保問

t'1がなL刑する一方で、税収はI曽えていないという状況があります。
社会保陥というのは、具体的には社会保険(医療、 4ドイí7.、 Julm、災~1;:Mìf日、介l槌)、川li1 下、1i、公的扶助、

社会制tll:、公衆衛生、戦争犠牲者擁護などのことです(羽l忠叫2013 より)。

この社会{果的は、世代によって給付(受椛)とí'.l.j"1Jのバランスに大きな納屋があり、世代11\1物足の(~去(1'-)な

11¥]11起と孟われています。この問題に詳しい法政大乍の小児一"ヨ(t教授にお訴をお(，iJいしました。



Q社会保障分野における世代間格差はなぜ発生するの

でしょうか?

一生の間に払う税金・社会保険料などの負担制と、年金 ・

阪療保険 ・補助金の給付などの受椛舶の差額を世代別に}';1:IH

する「世代会計Jという巧・えjjがあります。 2005年にl人Jlm附

が山した「経済 ・財政白;IU によると、1943年以前に生まれ

た27i齢世代は払った額よりもはえる制の方が5，000万円くらい

多いのに対し、1984年以降に生まれた将来世代は払う額の万

が4.600円くらい多く、そのIL¥Iにl出|斗近い格差があります。

{ー岨e事由たり.万円}
20.0∞ 

'5.0伺

'0.0伺

也氏会計による生2置を通じた受益と負担

畳益砲圃 皇軍純豊益{折綱} ーー『
F一「 .. ー岨・ーー事

'.875 
5β00 

1.5'蝿1-----.28 
.5.0∞ 

.'0ρ∞ 
L..一一~I

.，5.0∞ 

20.0回
羽畢世代

内閣府 「経済 ・財政白おJ (2005年より)

なぜ、このような格差が午じるのかというと、現在の日本

の社会保障(とくに年金 ・院抑 ・介護)が、働いているJJ:H支

出代がリタイアした高齢者を支えるという 「賦課方式Jとい

う形を取っているからです。

年金が分かりやすいのですが、 企業で働いていると給料か

ら!以生年金が天引きされます。これは、自分が将来もらうた

めにも1み立てているのではなく、今の泊i齢者に払う年金のJJi!

貨になっているわけです。このような賦却方式は、物制liや{j2

flJなどの経済の変動に対応しやすい反面、少子化で支える別

役世代が減って、高齢化で支えないといけない高齢者世代が

mえれば、現役世代の負担は豆くなっていきます。

1965年 2012年

Q.このままいくと、 日本の社会保障制度はどうなって

しまうのでしょうか7

出{E、年金 ・医療 ・介護などの社会保障給付が年IIH約 110

兆川ありますが、うち約70兆円を保険料収入や資産収主主で'1I1i

い、 イ不4足分のfが約A付HO兆円を公1此~ (仰移税t金や{俗首金) で‘;)11，川I~つていると

いう1状夫秒削tです。 I高官克iit齢{鈴冷化に{

1:二ずつI噌曽えていきます。

11本の国の税収は約40兆円で、歳出が90兆円強。税収が歳

IL¥の半分を下回るという 'h!患に陥っています。国の借金(政

府山務)は 1.000兆円に迫っており、 CDP比で言えば200%

で、第二次世界大戦末期と|口lじ水準で・す。

財務省ホームページより

1lttp:llwww.mor.go.jp/tax_policy/publication/brochurelzeisei24103.htm 

米国のアトランタJillJII準備銀行のR'アン トン ・ブラウン氏

の研究によると、財政安定化のために2017年に一気に消此税

を増税する場合、以終税率は33%になると推計しています。

さら に増税を5年遅らせて22年とする場合、最終税率は

37.5%に上昇するとしています。つまり、 l年の改革の先送り

で1I~政安定化に必要な税率は 1 %上昇することになります。

これは「改革の先送りコス ト」で、 引き上げ時!引を遅らせ

るほどid終税率は上界し、朽い世代や将来世代の負担をiujめ

ることを立l床します。

2050年

1 965 1手当時の日本は、山jil~ ('f l 人を別役 l世代 (20~64歳)約9人で文える rllドjj-'.げ」 型の社会でした。 しかし、 1 L\'t:.数の減少により、 2012{1二の

.IJHt:では、，uj齢者l人を現役i山口人似で支える 「騎馬戦」型の社会になっています。さらに、今後も支え子の減少は続き、2050年には、，uiifr告白 l

人をほぼl人の現役世代が支える r"i .j(J l\~の社会になることが見込まれます。

政府広報オンラインより http://¥V¥V¥V.gov-online.go.jp/tokusyu/20 1208/naze/henka.html 
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私と一橋大学の小林院-(!IS教授の試nで、も、2050年頃の泊
t~税率は約3 1 % となっています。 つま り 、~1:会保|町民を.J1lJilill

しない場合、消y'1税率は 10%では不十分であり、それ以上の

税率に引き上げないと、白木の財政は持続不可能で‘あり、現

行の社会保障制度は維持できません。

Q.具体的にどのような改革が必要なのでしょうか?

現(Cのように社会保附の給付水準が負担を仁|司る状況のま

まで・はfljlJ度が維持で、きないわけですが、どう改革していくか

について忌初に議論しないといけないのは、 「給付水準と同

レベルの負担」を前提に、給付水準と負担をセットで全体の

枠組みを決めることです。テクニカルな年金の制度設計など

はその後の話です。

全体の枠組みには 「山雨祉 ・高負担J r低fiiHiI:・低負担」
「巾福祉 ・中負担」の3つの選択肢(オプション)がありま

す。現在は、高齢者が 「向福祉 ・低負担」となっているのに

対 し、 若者が「低制祉 ・ ~':j負担J となる可能性が臨めて高い

のです。

①高福祉・高負担

先ほど也述べましたが、現在の社会保附制度(給付水準)

を維持しよ うと思ったら、消政税の最終税率は30%になる可

IiEtt:が211いで、しよう。

①小福祉 ・小負担

今回の5%の消f!(脱m税以上のことを行わない(小負担)場
合、財政安定に必袈となる以終的な歳出削減の幅を試算する

必要があります。アバウ トですが、消f!(税率約20%分に相当

する50兆円程度の歳出削減が必要だと考えられます。当然、

社会保陥給付における公y~を大幅に l'í 'J滅することになるで

しょう。

①中福祉 ・中負担

この場合でも、 ìf~ít!1税率は20%超となる可能性が高いで

しょう。欧州の付lJnliHi (Ii'i税の平均は20%で、スウェーデンは

25%、英国 .フランス .ドイツは約20%で

そして歳出カツ トもt必必巨必、E盟Eとなるでで、しよ う。年金支給開始年

齢の引き上げ、 年金課税の強化、医療 ・介護保険の自己負担

引き tげなど抜本的な社会保障改革も同時に批進し、社会保

附f~の自然増を抑制する必要があ り ます。

引尖的には②の小tt'rHII:・小負担は難しいでしょう。①の日

制til: ・ 市負担を選択するÌ~/}合、政治的);~~.(VJのtlTI'!い高齢者世

代が増税を先送りにして、将来世代に負担を押し付・ける可能

性が尚いため、望ましくありません。

となると、 @の仁l'福祉 ・中負担が選択肢として残ります。

つまり増税と社会保防白の抑制の両方が必盟というわけです

ね。

Q具体的にはどのような政策が必要なのでしょうか?

必1kな政策は、大きく分けて rr政部方式から 『事前税立』
方式への転換Jと「社会保附予算のハード化」の二つです。

これはかなり専門的な話なので難しいかもしれませんが、な

るべく簡単に説明します。

まず「事前秘立Jですが、高齢者一人当たりの社会保障給

付 をI~I定する と、 ~':jil治化の進展に伴い、別役世代の負担(保

険料)は噌加していきます。ですが、予め山齢化の進展に備

え、今から追加的負担を諜し、その分を貯triC'n，i有秘立)し
ておけば、将来の負担上討を抑制して、世代Ii¥Iの負担を標準

化することができます。

l 「事前積立J方式 I 
(例:年間300万円の年金) I 

2011均三 2050年

言わば、現在の現役I!I:代と将来世代の給付と負担の裕差を

ならしていくということです。当然、現在の高齢者の 「給付

>負担Jの状況は変わっていませんから、年金課税も必要に

なってくるでしょう し、年金給付年齢の引き上げも検討しな

ければいけません。

さらに詳しくTH，i州立立方式について知りたい方は、
下記の告知やウェブサイ トを参照ください。

『世代間桁差つてなんだ.JJ (PHP~{rm 

http://agora-webjp/archives/ J 4364 75.htrnl 



次に「社会{川市予算のハード化」ですが、現tE、社会保附
の財源は社会保険料や公此負担などで;jH~われています。 その

ため、少子高齢化によって社会保附の給付加が1¥"'，)JIlしていく
と、自動的に公t~負担も1J~'j長せざるを仰ません。

しかも 、 一般会計ーから投入される公t~負担の財源は消n税

などの組;g~だけでなく、国の借金である図的も合まれていま

す。つまり、社会保障のために借金をしているのです。

また、将来の経済成長につながる救育、公共段資、地方交

付税交付金といった社会(州市以外の予知を削減することで捻

出した財源もあり、ここにも将来世代へのツケの先送りとい

う型宣伝があります。

当然、 新たな財源が必~となれば、 「どれだけ出金をする

のかJr向を削って社会保附に回すのか」という政治的な対
立を附くことになるでしょう。

ですから、社会保障の負担水準をII行う「ベース財源J (図

的は除く)を明確にする(法律で 「社会保障はこれを財源に

するJと決めておく)ことが必要です。ベース財源は社会保

附のみに使う財源として回定化し、 ほかの財源から隔離する

わけです。乙れを 「ハード化」と言います。

また、社会保怖の受益と負担の制強は、政治から独立した

機関(砂IJ:世代間公平委日会)を投目し、そこが担うように

します。

受保水準が決定すると半ば自動的に負担水準がベースjj，j加

によって調整されるわけですから、社会保障システムそのも

のが安定するはずです。 I~I 分たちがいくら払い、いくら受け

取れるのかという目処が立つので、現役世代と-l!:il治世代の双

方が、安心して生涯の生活設計を組立てることもできるで

しょう。

Q社会保障の制度改革において政治が担わないとい

ない役割は何なのでしょうか?

一日で言えば、全体の伴組みを議論し、政治がその選択を

することです。細部の議論も重要ですが、最初にまず全体の

枠組みを決めて、 強く 実行していくこと(全体出適)が::1とめ

られています。それは縦割lり構造で、部分最適を志向する省

庁(宵1のでは担うことができない役割lなのです。

もちろん選択には、 「将来世代の負担の限界も直視し、で

きるだけ世代内で困った人を困っていない人が助ける」とい

う哲学が重裂であることは言うまでもありません。

今こそ、政治は「何が受け入れられやすいかではなく、何

がJEしいかを考えなければならないJ (ドラッカー箸 『経営

者の条件~ )のです。

2012年12月の衆議院選挙前に行った模綬投票イベン卜「ぬけがけワ

カモノ総選挙J (11月30日 東洋大学白山キャンパスで実施)の様

子。左から、城さん、高橋さん、公明党の函固まこと参議院議員、 小

黒さん。イベン卜にはみんなの党の柿漂未途衆議院議員も参加されま

した。

ー クラス以ン

2名~6名の少人数制ですので、

きめ細かい授業が行えます。

ご要望を調査し、目糠に向けた
オリジナルカリキュラムを作成。

国 表参道から徒歩5分

ザ青山国際教育学院
TEl:03・3403・1901匡直E
〒107・0062東京都港区南青山3・8・40 膏山センタービル3F
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